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１．はじめに
　会社分割制度は平成12年の旧商法改正において大陸法型の制度にならって導入されたもの１であり、
会社の事業部門の分離独立、グループ企業内における重複事業の統合やグループの枠を超えた関連
する事業部門の統合など企業の再編に際して、利用されていた。
　その後、平成17年に制定された会社法においても、会社分割の制度は引き継がれるとともに、旧
商法では、分割会社、承継会社または新設会社の全てにおいて、株式会社または有限会社であるこ
とが必要とされていたが、会社法では、分割会社となることができる会社は株式会社、合同会社に
限定するものの、承継会社または新設会社については、合資会社、合名会社も含め、すべての種類
の会社が可能２となり、制度的な拡がりを見せ、今日に至っている３。
　近年では、会社分割制度を悪用して架空会社を作り、詐欺グループに売却するなどの事件も存在し、
会社分割制度の本来の趣旨、立法目的からかけ離れた利用がなされている現状について、検討する
必要が生じているといえる。そこで本稿では、いわゆる濫用的会社分割の現状について、現状の把
握とその考察を行うものとする。
２．会社分割制度
（１）意義
　会社分割制度は、平成12法90による旧商法改正において、導入されたものである。旧商法373条に
おいて、新設分割について、同法374条の16において、吸収分割について、それぞれ規定していた。
このとき、旧商法373条は「会社ハ其ノ『営業』ノ全部又ハ一部ヲ設立スル会社ニ承継セシムル為新
設分割ヲ為スコトヲ得」としており、同法374条の16は「会社ハ其ノ一方ノ『営業』ノ全部又ハ一部
ヲ他方ニ承継セシムル為吸収分割ヲ為スコトヲ得」としているが、会社法２条30号では、新設分割を「１
又は２以上の株式会社又は合同会社がその『事業』に関して有する権利義務の全部又は一部を分割
により設立する会社に承継させることをいう」とし、同条29号では吸収分割を「株式会社又は合同
会社がその『事業』に関して有する権利義務の全部又は一部を分割後他の会社に承継させることを
いう」としており、前述のような制度的な拡がりをみせるとともに、旧商法では『営業』という語
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が用いられていたものが、会社法では『事業』という語が用いられるようになった。この、『営業』
と『事業』の異なりについては、様々な見解があり、この点については別稿で取扱うこととする。
（２）手続
（ａ）吸収分割
　会社法757条は、株式会社又は合同会社は吸収分割を行うことができる旨を定め、この場合、当該
会社（以下、吸収分割会社とする。）がその事業に関して有する権利義務の全部又は一部を当該会社
から承継する会社（以下、吸収分割承継会社とする。）との間で、吸収分割契約を締結しなければな
らないとする。
　この吸収分割契約において、株式会社に権利義務を承継させる場合、①吸収分割会社及び吸収分
割承継会社の商号及び住所、②吸収分割承継会社が吸収分割により吸収分割会社から承継する資産、
債務、雇用契約その他の権利義務に関する事項４、③吸収分割により吸収分割会社又は吸収分割承継
会社の株式を吸収分割承継会社に承継させるときは、当該株式に関する事項、④吸収分割承継会社
が吸収分割に際して吸収分割会社に対してその事業に関する権利義務の全部又は一部に代わるもの
として、吸収分割承継会社の株式を交付するときは、当該株式の数（種類株式発行会社にあっては、
株式の種類及び種類ごとの数）又はその数の算定方法並びに当該吸収分割承継会社の資本金及び準
備金の額に関する事項、⑤吸収分割承継会社が吸収分割に際して吸収分割会社に対してその事業に
関する権利義務の全部又は一部に代わるものとして、吸収分割承継会社の社債（新株予約権付社債
についてのものを除く。）を交付するときは、当該社債の種類及び種類ごとの各社債の金額の合計額
又はその算定方法、⑥吸収分割承継会社が吸収分割に際して吸収分割会社に対してその事業に関す
る権利義務の全部又は一部に代わるものとして、吸収分割承継会社の新株予約権（新株予約権付社
債に付されたものを除く。）を交付するときは、当該新株予約権の内容及び数又はその算定方法、⑦
吸収分割承継会社が吸収分割に際して吸収分割会社に対してその事業に関する権利義務の全部又は
一部に代わるものとして、吸収分割承継会社の新株予約権付社債を交付するときは、当該新株予約
権付社債についての⑤に規定する事項及び当該新株予約権付社債に付された新株予約権についての
⑥に規定する事項、⑧吸収分割承継会社が吸収分割に際して吸収分割会社に対してその事業に関す
る権利義務の全部又は一部に代わるものとして、吸収分割承継会社の株式等以外の財産を交付する
ときは、当該財産の内容及び数若しくは額又はこれらの算定方法、⑨吸収分割承継会社が吸収分割
に際して吸収分割会社の新株予約権の新株予約権者に対して当該新株予約権に代わる当該吸収分割
承継会社の新株予約権を交付するときは、当該吸収分割承継会社の新株予約権の交付を受ける吸収
分割会社の新株予約権の新株予約権者の有する新株予約権（以下この編において「吸収分割契約新
株予約権」という。）の内容、吸収分割契約新株予約権の新株予約権者に対して交付する吸収分割承
継会社の新株予約権の内容及び数又はその算定方法、吸収分割契約新株予約権が新株予約権付社債
に付された新株予約権であるときは、吸収分割承継株式会社が当該新株予約権付社債についての社
債に係る債務を承継する旨並びにその承継に係る社債の種類及び種類ごとの各社債の金額の合計額
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又はその算定方法、⑩⑨のときに、吸収分割契約新株予約権の新株予約権者に対する、吸収分割承
継会社の新株予約権の割当てに関する事項、⑪吸収分割がその効力を生ずる日、⑫吸収分割会社が
効力発生日に全部取得条項付種類株式の取得（会社法171条１項の規定による株式の取得）をする場
合はその旨、⑬吸収分割会社が効力発生日に剰余金の配当をする場合はその旨を定めることとして
いる。
　そして、吸収分割会社、吸収分割承継会社ともに、この吸収分割契約の内容その他法務省令で定
める事項を記載し、又は記録した書面又は電磁的記録をその本店に備え置くこととされており（会
社法782条１項２号、794条１項）、効力発生日の前日までに、株主総会の決議によって、吸収分割契
約の承認を受けなければならないこととされている（同法783条１項、795条１項）。
　また、会社法760条は、持分会社に権利義務を承継させる吸収分割契約について定めており、この場合、
①吸収分割会社及び吸収分割承継会社の商号及び住所、②吸収分割承継会社が吸収分割により吸収
分割会社から承継する資産、債務、雇用契約その他の権利義務５に関する事項、③吸収分割により吸
収分割会社の株式を吸収分割承継会社に承継させるときは、当該株式に関する事項、④吸収分割会
社が吸収分割に際して吸収分割承継会社の社員となるときは、会社の区分に応じ、ア）合名会社の
場合、当該社員の氏名又は名称及び住所並びに出資の価額、イ）合資会社の場合、当該社員の氏名
又は名称及び住所、当該社員が無限責任社員又は有限責任社員のいずれであるかの別並びに当該社
員の出資の価額、ウ）合同会社の場合、当該社員の氏名又は名称及び住所並びに出資の価額に関す
る事項、⑤吸収分割承継会社が吸収分割に際して吸収分割会社に対してその事業に関する権利義務
の全部又は一部に代わるものとして、吸収分割承継会社の社債を交付するときは、当該社債の種類
及び種類ごとの各社債の金額の合計額又はその算定方法、⑥吸収分割承継会社が吸収分割に際して
吸収分割会社に対してその事業に関する権利義務の全部又は一部に代わるものとして、吸収分割承
継会社の社債以外の財産を交付するときは、当該財産の内容及び数若しくは額又はこれらの算定方法、
⑦効力発生日、⑧吸収分割会社が効力発生日に全部取得条項付種類株式の取得（会社法171条１項の
規定による株式の取得）をする場合はその旨、⑨吸収分割会社が効力発生日に剰余金の配当をする
場合はその旨を定めることとしている。
（ｂ）新設分割
　会社法762条１項は、１又は２以上の株式会社又は合同会社は、新設分割をすることができる旨を
定めており、このとき、新設分割計画を作成しなければならないとされている。
　この新設分割計画には、株式会社を設立する場合、①株式会社である新設分割設立会社の目的、
商号、本店の所在地及び発行可能株式総数、②①のほか、新設分割設立会社の定款で定める事項、
③新設分割設立会社の設立時取締役の氏名、④新設分割設立会社の機関設計に応じて、ア）会計参
与設置会社である場合、新設分割設立株式会社の設立時会計参与の氏名又は名称、イ）監査役設置
会社（監査役の監査の範囲を会計に関するものに限定する旨の定款の定めがある株式会社を含む。）
である場合、新設分割設立株式会社の設立時監査役の氏名、ウ）会計監査人設置会社である場合、
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新設分割設立株式会社の設立時会計監査人の氏名又は名称、⑤新設分割設立会社が新設分割により
新設分割会社から承継する資産、債務、雇用契約その他の権利義務６に関する事項、⑥新設分割設立
会社が新設分割に際して新設分割会社に対して交付するその事業に関する権利義務の全部又は一部
に代わる当該新設分割設立株式会社の株式の数（種類株式発行会社にあっては、株式の種類及び種
類ごとの数）又はその数の算定方法並びに当該新設分割設立株式会社の資本金及び準備金の額に関
する事項、⑦２以上の株式会社又は合同会社が共同して新設分割をするときは、新設分割会社に対
する⑥の株式の割当てに関する事項、⑧新設分割設立会社が新設分割に際して新設分割会社に対し
てその事業に関する権利義務の全部又は一部に代わるものとして、新設分割設立株式会社の社債（新
株予約権付社債についてのものを除く。）を交付するときは、当該社債の種類及び種類ごとの各社債
の金額の合計額又はその算定方法、⑨新設分割設立会社が新設分割に際して新設分割会社に対して
その事業に関する権利義務の全部又は一部に代わるものとして、新設分割設立会社の新株予約権（新
株予約権付社債に付されたものを除く。）を交付するときは、当該新株予約権の内容及び数又はその
算定方法、⑩新設分割設立会社が新設分割に際して新設分割会社に対してその事業に関する権利義
務の全部又は一部に代わるものとして、新設分割設立株式会社の新株予約権付社債を交付するときは、
当該新株予約権付社債についての⑧に規定する事項及び当該新株予約権付社債に付された新株予約
権についての⑨に規定する事項、⑪⑧～⑩に規定する場合において、２以上の株式会社又は合同会
社が共同して新設分割をするときは、新設分割会社に対する⑧～⑩の社債等の割当てに関する事項、
⑫新設分割設立会社が新設分割に際して新設分割会社の新株予約権の新株予約権者に対して当該新
株予約権に代わる当該新設分割設立会社の新株予約権を交付するときは、当該新株予約権について、
ア）当該新設分割設立株式会社の新株予約権の交付を受ける新設分割株式会社の新株予約権の新株
予約権者の有する新株予約権（以下この編において「新設分割計画新株予約権」という。）の内容、
イ）新設分割計画新株予約権の新株予約権者に対して交付する新設分割設立株式会社の新株予約権
の内容及び数又はその算定方法、ウ）新設分割計画新株予約権が新株予約権付社債に付された新株
予約権であるときは、新設分割設立株式会社が当該新株予約権付社債についての社債に係る債務を
承継する旨並びにその承継に係る社債の種類及び種類ごとの各社債の金額の合計額又はその算定方
法、⑬⑫に規定する場合には、新設分割計画新株予約権の新株予約権者に対する同号の新設分割設
立株式会社の新株予約権の割当てに関する事項、⑭新設分割株式会社が新設分割設立株式会社の成
立の日に全部取得条項付種類株式の取得（会社法171条１項の規定による株式の取得）をする場合は
その旨、⑮新設分割株式会社が新設分割設立株式会社の成立の日に剰余金の配当をする場合はその
旨を定めることとしている。
　そして、新設分割を行う株式会社は、新設分割計画を備え置き開始日から、新設分割設立会社の
成立の日から起算して６カ月を経過するまでの間、その内容その他法務省令で定める事項を記載し、
または記録した書面または電磁的記録をその本店に備え置かなければならず（会社法803条１項）、
株主総会の決議によって承認を受けなければならないとされている（同法804条１項）。
　また、会社法765条は新設分割にあたり、持分会社を設立する場合、新設分割計画に、①設立する
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持分会社の種類（合名会社、合資会社または合同会社のいずれであるかの別）、②設立する持分会社
の目的、商号及び本店の所在地、③設立する持分会社の社員の名称及び住所、当該社員が無限責任
社員か有限責任社員のいずれであるかの別、出資の額、④②、③の他、設立する持分会社の定款で
定める事項、⑤設立する持分会社が新設分割により新設分割会社から承継する資産、債務、雇用契
約その他の権利義務７に関する事項、⑥設立する持分会社が新設分割に際して新設分割会社に対して
その事業に関する権利義務の全部又は一部に代わるものとして、当該持分会社の社債を交付すると
きは、当該社債の種類及び種類ごとの各社債の金額の合計額又はその算定方法、⑦⑥の場合において、
２以上の株式会社又は合同会社が共同して新設分割をするときは、新設分割会社に対する⑥の社債
の割当てに関する事項、⑧設立する持分会社が成立の日に全部取得条項付種類株式の取得（会社法
171条１項の規定による株式の取得）をする場合はその旨、⑨設立する持分会社が成立の日に剰余金
の配当をする場合はその旨を定めることとしている。
（３）会社分割の無効
　会社分割の無効は、吸収分割、新設分割ともに効力が生じた日から６カ月以内に訴えをもっての
み主張することができる（会社法828条１項９号、10号）。また、訴えの提起ができる者も限定され
ており、吸収分割、新設分割ともに効力が生じた日において当該分割契約をした会社の株主、取締
役、監査役、執行役、清算人若しくは持分会社である場合社員又は清算人であった者、破産管財人、
当該分割について承認をしなかった債権者が列挙されている（会社法828条２項９号、10号）。
　この訴えについての被告は、吸収分割の場合、吸収分割契約をした会社であり（会社法834条９号）、
新設分割の場合、新設分割をする会社及び新設分割により設立する会社である（同法条10号）。このとき、
裁判管轄に関して、被告となる会社の本店の所在地の地方裁判所の管轄に専属することになるが、
会社分割に関しては、２以上の地方裁判所が管轄権を有する場合があるため、この場合は先に訴え
の提起があった地方裁判所が管轄することになっている（会社法835条２項）。ただし、その場合に
おいても、裁判所は、著しい損害又は遅滞を避けるため必要があると認めるときは、申立てまたは
職権により、当該訴訟を他の管轄裁判所に移送することができることとされている（会社法835条３項）。
　会社分割が無効であると確認する確定判決は、第三者に対してもその効力を有するものとされ（会
社法838条）、その効力は将来に向かって無効となるものとされる（同法839条）。
３．濫用的会社分割
（１）濫用的会社分割の是正方法
　会社法789条１項２号は、吸収分割後吸収分割株式会社に対して債務の履行８を請求することがで
きない吸収分割株式会社の債権者は、吸収分割株式会社に対して、当該吸収分割について異議を述
べることができることとされており、一定期間内に異議を述べたときは、吸収分割株式会社は、当
該債権者に対し、弁済し、若しくは相当の担保を提供し、又は当該債権者に弁済を受けさせること
を目的として信託会社等に相当の財産を信託しなければならないものとされている（同条５項）。
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　しかしながら、分割会社に対し債務の履行を請求できる債権者については、分割会社が、分割承
継会社、分割設立会社から移転した純資産の額に等しい対価を取得するはずであるとの考えから、
会社分割につき異議を述べることができない９ことになっている。
　これを利用し、債権者の関与が全くない状態で、債務者である会社が分割承継会社または分割設
立会社に対して優良事業や資産を承継させることを内容とする会社分割をし、分割承継会社または
分割設立会社に債務の履行を請求することができる債権者とそうでない債権者を恣意的に選別した
うえで、債務者である分割会社自身は倒産するという詐害的な会社分割が行われる事案が、近時少
なからず生じている10。
　このような濫用的、詐害的会社分割が行われた場合、会社分割に関して異議を述べることができ
ない債権者については、当該会社分割の無効を訴えるにあたって、会社法828条２項９号、10号によ
る「債権者」に該当せず、原告適格がなく、訴えの提起ができないため、別の方法で自己の債権の
保全を検討することになる。
　具体的には、①当該会社分割が民法424条の詐害行為にあたるとして分割会社の債権者による取り
消しを求める方法（大阪高判平成21年12月22日金法1916号108頁、東京高判平成22年10月27日金法
1910号77頁、最判平成24年10月12日民集66巻10号3311頁）、②当該会社分割について否認権を行使す
る方法（東京地判平成17年12月20日金法1924号58頁、福岡地判平成21年11月27日金法1911号84頁、
福岡地判平成22年9月30日判タ1341号200頁）、③設立会社が法人格否認の法理に基づき分割会社の債
権者に対し債務を負うことを認めさせる方法（福岡地判平成22年１月14日金判1364号42頁、東京地
判平成22年７月22日金法1921号117頁、福岡地判平成23年２月17日金判1364号31頁）、④分割承継会社・
分割設立会社に会社法22条１項類推適用に基づく責任を追及する方法（最３小判平成20年６月10日
裁判所時報1461号17頁、東京地判平成22年７月９日判時2086号144頁、東京地判平成22年11月29日金
法1918号145頁）11などによることになるが、後述する判例のように金銭的な意味での債権者とは異な
る者が不当な会社分割を是正する必要がある場面も生じており、今後総合的に検討されていく必要
があると考える。
　特に①の詐害行為取消権を用いることは、会社法立法当初から想定されていたようである12が、新
設分割について詐害行為取消権の対象となるとして、会社分割それ自体を詐害行為取消の対象とす
るものか、会社分割に伴う会社資産の引き継ぎを詐害行為取消の対象とするものかについて、見解
が分かれていた13が、最判平成24年10月12日（民集66巻10号3311頁）では、新設分割全体を取り消す
ことができると解し、債権者の債権保全に必要な限度で権利の承継の効力を否定できるとした。
　また、③の法人格否認の法理を用いるにあたっては、会社とその社員とが別個の法人格を有する以上、
これを安易に適用することは避けるべき14であるとされる。
　このような流れの中で、「会社法の見直しに関する要綱」（平成24年９月７日法制審議会）は、分
割会社の残存債権者が、詐害的な会社分割に係る行為を取り消すことなく、承継会社、新設会社に
対して、債務の履行を直接請求できる制度を会社法上規定することを提案している（要綱第２部第５）。
　しかしながら、以下のような事案の場合、新たな制度を規定したとしても、法人格否認の法理を
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用いなければ解決が困難であると思われるものも見受けられるようになってきた。
（２）濫用的会社分割に関する新たな判例（東京地判平成25年１月21日（判例集未登載）マンショ
ン建替え決議無効確認請求事件）
　本件マンションは、昭和51年11月18日に新築された鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根地下１階付10
階建の建物であり、新築当初は、１階、２階、３階、４階、５階、601～605号、701～705号、801～
805号、901～905号、1001～1005号の合計30個の専有部分に区分されていた。
　本件の被告であるＹ会社は、現在、本件マンション管理組合の管理者であり、新築直後から、１階、
２階、５階を所有し、訴外Ａは、３階、４階を所有していた。なお、訴外Ａは平成16年６月30日に
死亡し、子である訴外Ｂが３階、４階の所有権を相続した。
　この後の平成23年12月の時点においては、区分所有者数は17名であった。
　そして、かねてから、本件マンションの建替えに検討がなされていたところ、建物の区分所有等
に関する法律（以下、区分所有法とする）62条１項は、集会においては、区分所有者及び議決権の
各５分の４以上の多数で、建替え決議をすることができると定めており、平成24年６月23日、本件
マンションの区分所有者の臨時集会が開催され、原告Ｘ１～Ｘ５はそれぞれ建替えに反対した。
　被告Ｙ会社はこれに先立ち、平成24年１月19日、自身が所有する１階の専有部分を101号、102号、
103号の３個の専有部分に区分する登記をするとともに、５階の専有部分を500号、501号、502号、503号、
504号の５個の専有部分に区分する登記をした。
　この後、平成24年１月27日、Ｙ会社は、会社分割により、Ｙ１会社、Ｙ２会社、Ｙ３会社、Ｙ４会社、
Ｙ５会社、Ｙ６会社、Ｙ７会社、Ｙ８会社の８社を新設し、それぞれＹ１会社には２階部分、Ｙ２
会社には501号、Ｙ３会社には504号、Ｙ４会社には703号、Ｙ５会社には801号、Ｙ６会社には1003号、
Ｙ７会社には803号、Ｙ８会社には1004号の区分所有者とした。
　同日、訴外Ａ会社は、会社分割により、Ａ１会社、Ａ２会社、Ａ３会社、Ａ４会社、Ａ５会社の
５社を新設し、それぞれＡ１会社には604号、Ａ２会社には902号、Ａ３会社には603号、Ａ４会社に
は704号、Ａ５会社には905号の区分所有者とした。
　さらに、同年３月30日、Ｙ会社は、会社分割により、Ｙ９会社、Ｙ10会社を新設するとともに、
Ｙ２会社も会社分割により、Ｙ11会社、Ｙ12会社を新設し、Ｙ３会社も会社分割によりＹ13会社を
新設し、それぞれＹ９会社には101号、Ｙ10会社には102号、Ｙ11会社には500号、Ｙ12会社には502号、
Ｙ13会社には503号の区分所有者とした。
　ところで、Ｙ会社の取締役はＹ、訴外Ｂの母親である訴外Ｃ、訴外Ｄであり、代表取締役はＹ、
監査役はＹの妻である訴外Ｂであった。
　訴外Ａ会社の取締役は、訴外Ｃ、Ｙ、訴外Ｂであり、代表取締役はＹ、監査役は訴外Ｅであった。
Ｙ会社と訴外Ａ会社の本店所在地は本件マンションの所在地と同一であった。
　ここで会社分割により新設された18社（Ｙ１会社～Ｙ13会社、Ａ１会社～Ａ５会社）は、会社の
目的はそれぞれ違うものの、いずれも発行済株式の総数は１株、資本金は１万円であり、代表取締
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役は、いずれもＹであった。
　また、本件会社分割新設会社の本店所在地は、Ｙ２会社、Ｙ３会社、Ｙ４会社、Ａ２会社、Ｙ10
会社の５社が、Ｙ会社、Ａ会社と同じであった。Ｙ１会社、Ｙ６会社、Ｙ８会社、Ｙ９会社、Ｙ
１３会社の５社の本店は、某Ａ所であり、この土地建物の所有者は、訴外Ｃであった。Ｙ５会社、
Ｙ７会社、Ａ１会社、Ｙ11会社の４社の本店は、某Ｂ所であり、この土地建物の所有者は、訴外Ｂ
であった。Ａ３会社、Ａ４会社、Ａ５会社、Ｙ12会社の４社の本店は、某Ｃ所であり、これはＹお
よび訴外Ｃの住所であった。
　この結果、本件臨時集会において、区分所有者35名中28名の賛成及び議決権86.21％の賛成が得ら
れた。
　しかしながら、区分所有者であるＸ１～Ｘ５は、本件決議は、区分所有法62条１項を潜脱した会
社分割という手法を用いることにより、不当に賛成区分所有者数を水増しした結果であり、区分所
有法62条１項の建替え決議の要件である「区分所有者の５分の４以上」の多数決の要件は満たされ
ておらず、決議は無効であるとして、これを確認する旨の訴えを提起したものである。
　判決は、「元々本件マンションの８個の専有部分を所有していたＹ会社と６個の専有部分を所有し
ていた訴外Ａ会社との２社を支配していた代表取締役であるＹは、本件マンションを建て替える目
的で、自身の妻であるＢ、Ｂの母であるＣと共同し、区分所有者の集会における建替え決議の決議
要件の一つである「区分所有者の５分の４以上の多数」要件（区分所有法62条１項）を充足させる
ために、建替え決議がされた臨時集会を平成24年４月21日に招集した３か月前である平成24年１月
19日から直前の平成24年３月30日までのわずか２か月余りの短期間に、建物区分の登記と会社分割
により、Ｙ会社の専有部分を８個から６個増やして14個とした上で、Ｙ所有のままの１個を除いた
13個を会社分割新設会社に所有させ、Ａ会社の専有部分６戸のうちＡ会社所有のままの１個を除く
５個も会社分割新設会社の所有としたものというほかはない」とし、「区分所有法62条１項が、建替
え決議について、「区分所有者の５分の４以上の多数」という決議要件を定めた趣旨は、区分所有者
の個人又は法人が決議によって受けるそれぞれの個人又は法人ごとの固有の利害を重視し、その利
害を決議に適切に反映させる観点から、区分所有者の数も基準として、その多数の賛成を必要とし
た趣旨と解される」ことから、「この規定の解釈適用にあたっては、個人であれ、法人であれ、個々
の法人格の違いは、基本的に尊重する必要があると考えられる」と述べた。
　しかしながら、「Ｙ会社とＡ会社は、区分所有者の数による決議要件を満たすことのみを専ら目的
として、会社分割を行い、これにより新設した会社に専有部分を所有させ、区分所有者の数を増や
して建替え決議をしようとしたとしか認められない」ことから、「このような行為は、前記の規定の
趣旨に照らせば、区分所有法62条１項の決議要件によって守られている他の区分所有者の人格に対
する保護を法の趣旨に反して不当に奪うものであって、区分所有法62条１項の趣旨に反すると言わ
ざるをえない」とした。
　したがって、「本件建替え決議における区分所有法62条１項の適用にあたっては、Ｙ会社とＡ会社
からの会社分割により所有権を取得した区分所有者である合計18社については、区分所有法62条１
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項の趣旨に反して法人格を濫用するものとしてその法人格を否認し、分割前のＹ会社又はＡ会社と
同一の法人格であるものとして決議の成否を判断すべきである」から、本件建替え決議における区
分所有者は17名、建替えに賛成する者が10名、賛成しない者が７名であったことになり、本件建替
え決議は、区分所有法62条１項の「区分所有者の５分の４の多数」という決議要件を充足しない無
効な決議であったことになるとし、本件建替え決議が無効であることを確認した。
　なお、「集会の決議が無効とされれば、一部の区分所有者であるＹ会社とＡ会社による法人格の濫
用により、建替えに協力して決議に賛成した他の区分所有者までもが何らの責めもないのに不利益
を被ることになる」が、「それは、区分所有法62条１項が、建替え決議について、区分所有者の５分
の４以上の多数という決議要件を定めることにより、個々の区分所有者の利害を守る法制をとって
いること、そして、建物の区分所有関係は、区分所有者の集会という団体によって規律されるもの
であって、団体組織の原理に基づく制約を受けることは必然であることからすれば、やむを得ない
ものというべきである」とした。
（３）（２）の判例と濫用的会社分割の是正方法の検討
　本判例においては、不当な会社分割を繰り返し、その後のマンション建替え決議に賛成する行為
を否定するために、法人格否認の法理が用いられたものである。マンションの建替えに反対する原
告らは、会社分割無効の訴えの原告適格はなく、会社分割を行った会社とは同じマンションの住民
という関係でしかなく、債権者、債務者の関係ではないことが明白である。このような場合、詐害
行為取消権を行使することは困難であり、あくまで法人という主体、法人格を持つ以上、その自由
な意思（賛成行為）に制限を加えることはできないというべきである。そのため、法人格否認の法
理を用いて、多数決原理を歪める目的をもった会社分割行為を否定し、解決を図ったものであるが、
本件の場合、あくまで建替え決議を無効なものとする限りで法人格を否認している点が特徴的であ
ると考える。
　本件の会社分割行為は、建替え決議において、区分所有法所定の要件を充たすことのみを目的と
したものであるが、新設分割会社は、いずれも発行済株式の総数は１株、資本金は１万円であり、
代表取締役も同じ人物であるとしても、会社分割の手続き自体には瑕疵は存在していないと推測さ
れる。
　そのため、前述の「会社法の見直しに関する要綱」（平成24年９月７日法制審議会）にあるように、
分割会社の残存債権者が、承継会社、新設会社に対して、債務の履行を直接請求できる制度を会社
法上規定したとしても、今回のような事案の根本的な解決にはならないといえる。
　会社法は、最低資本金規制を廃止し、株式会社の設立を容易する形を採ったわけであるが、立法
当初は、本件のような実態のない会社の増加を危ぶむ声も聞こえた。これについて、会社を用いた
法人格の濫用により生ずる問題は、会社の設立の難易の問題とはかかわりなく、発起人および取締
役等の第三者に対する責任規定や法人格否認の法理によって対処される15べきであると立法当初か
ら考えられていた。しかしながら、事案に応じて、その都度裁判所による救済を求める形が標準と
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なるのであれば、会社分割にかかわる会社は、あいまいな存在であるともいえ、当該会社と取引を
行う者は不安定な立場になることや、当該会社が本件のような決議に際して意思を示すような場合、
その決議自体があいまいになる可能性が否定できない。
　そこで、会社分割に際して、会社分割の目的についての審査を行う制度を創設することにより、
不当な目的をもって会社分割を行うことを防止する方法が考えられる。現に、分割会社に存した法
人税法上の繰越欠損金は、適格分割型分割（法税２条12号の12）で、当該分割の効果が合併に類似
し（事業の全部を承継させ、かつ、分割後遅滞なく解散する。法税57条２項）、かつ、企業グループ
内において租税回避目的で行われる分割と認められない場合（法税57条３項）に限り、承継会社・
設立会社が承継することが認められる16との指摘もなされており、ある程度、会社分割の目的を判断
しようとする枠組みも見受けられることからも、検討すべき点はあると考える。
　そして、会社分割の目的審査に関し、事前に異議等意見を申し出ることができる制度を設けるこ
とによって、本件のような直接的に債権債務が関係しないような事案において、事後的に法人格否
認の法理を用いて解決を図る場面が減少していくものと考えられる。
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